
労働トラブルの未然防止に力を入れている 

社会保険労務士

 丸山事務所 通信

２０１７年８月（第９９号）

 本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え頂い

た会社へお送りしております。不要の方はお手

数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連

絡下さいますようお願い申し上げます。 

就業規則は定期的な見直しが必要です 

たとえ完璧に作られた就業規則であっても、

時間の経過とともに不都合が起きる可能性があ

ります。定期的に、出来れば１年に一回は見直

しが必要です。弊事務所では、法的視点、第３

者的視点から御社の就業規則を診断します。 

社会保険労務士 丸山事務所 
〒330-0852 

埼玉県さいたま市大宮区大成町 １－５１５ 

所長 ：丸山 峰雄（特定社会保険労務士） 

Tel・Fax : 048-637-4387 

e-Mail  : info@office-maruyama.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ : http://www.office-maruyama.jp 

労使協定と代表者選出

時間外労働に関する労使協定（いわゆる３６協

定）等を締結するときに従業員代表の選出が適正

でないと、労使協定自体が無効となることがあり

ます。今回は、労使協定が無効とされた事例をい

くつか紹介します。 

 労使協定とは  

労使協定は、労働者と使用者との間で締結され

る書面による協定を言います。労使協定を締結す

ることで、労働基準法等で定められた義務の免除

や免罰効果を得ることができます。 

多くの法律は業種や会社規模に関わらず、ほぼ

統一的に規制を設けています。例えば、労働基準

法では、１日８時間を超えての労働は禁止され、

超えると罰せられます。しかし、法的に定められ

た労使協定内での労働は認められます。１日８時

間を超えることが認められる労使協定としては、

３６協定や変形時間制に関する労使協定、裁量時

間制に関する労使協定等があります。 

 医療法人一心会事件  

都市型高齢者マンションの運営会社に介護ヘル

パーとして勤務した元従業員が、給与から控除さ

れた金銭の返還を請求した事件。採用面接を受け

た際に同マンションへの居住を勧められ、建物賃

貸借契約を締結した。会社は、家賃、管理費およ

び食費の計１３万円を給与から天引きしていた。 

裁判所は、家賃等を給料から相殺することを合

意していたとは認め難いこと、また賃金控除の労

使協定書はあるものの、従業員代表が適切な手続

を経て選出されたのかに疑問が残る、としてこれ

を無効として控除した額の支払いを命じました。 

 京彩色中嶋事件  

専門業務型裁量労働制の労使協定を締結してい

た会社が、運用が不適切と訴えられた事件。同制

度は、業務を進める手段や時間配分を社員の裁量

にまかせ、実際の労働時間に関わらず労使協定で

定めた時間を働いたものとみなす制度です。対象

の業務は、研究やデザインの考案等の１９業務が

定められています。 

裁判所は、労使協定の労働者代表の選出方法に

不備があったとして協定を無効とし、約２，６０

０万円の残業手当の支払いを命じました。 

 大東建託割増賃金請求事件  

時間外勤務手当の規定は適用されないとされた

元営業社員が、支払いを求めた事件。会社は、事

業場外のみなし制度の労使協定があるとして、残

業代を支払っていませんでした。 

裁判所は、労働者選出に関する書面が存在せず、

選出の日時も定かでないこと、労働者代表とされ

る社員が入社６年未満にすぎないことから、適正

な労働者代表が締結した協定とはいえず無効であ

るとして、付加給を含めた３００万円余の支払い

を命じました。 

 適正な運用のために  

例えば３６協定を締結して、労働基準監督署に

受理されたとしても、監督署は受理しただけで有

効性を保証したものではありません。適正な従業

員代表の選出は、最も争点になりやすいところで

す。選出の日時、方法は記録に残し、締結した労

使協定は就業規則と同様に社員全員に周知するこ

とが求められています。  


